












































































事例㉒-2 

概要 

【段階的な処理区編入】 

・第一段階：接続管きょを整備（市施工）          分流区域を編入 
・第二段階：分水人孔、雨水滞水池を整備（市施工） 
      ポンプ棟、水処理施設を整備（都施工） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【段階的な処理区編入のイメージ図】 

 

【建設負担金の清算】 

・水再生センター施設の建設費は処理区関連市の計画水量をもとに負担を按分 
 ⇒編入による負担割合の変更に伴い、これまでに要した建設負担金を再計算、 

過去に要した費用で、編入市が負担すべき金額を関連市に支払い 

 
【維持管理負担金の調整】 

・分流区域の流域下水道の維持管理費は処理区関連市の実績汚水量をもとに負担を按分 
⇒合流区域については送水量を流量計で計測し、編入市が負担 

 
【連携スキームのポイント】 

・都と市町村が連携し、広域化・共同化の一環として、合流区域を含む単独処理区を流域

下水道に編入する 

合流区域を編入 

【建設負担金の清算イメージ】 
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沿革 

【きっかけ・背景】 

・供用開始から長期間が経過し、施設が老朽化 
・維持管理費が増加 
・高度処理の導入が困難 
・施設の耐震性が確保されていない 
  ⇒八王子市北野下水処理場におけるこれらの課題を解決するため、編入事業を実施 
【事業の経過】 

・平成 14 年度 「多摩地域の下水道事業のあり方」の検討により、編入が望ましい 
との方向性が指示された。 

・平成 21 年度 「多摩川・荒川等流域別下水道整備総合計画」に編入を位置づけ。 
・平成 24 年度  編入に関する基本協定を締結（編入に必要な接続管きょは八王子市、 

水再生センターの施設は東京都が施工することを決定）。 
・平成 25 年度  編入に関する実施協定を締結（編入開始の時期、受入量を流総計画値 

に基づき設定）。 
また、接続管きょ及び水再生センターの建設工事に着手。 

・平成 27 年 7 月  八王子市北野処理区の一部（分流区域）を編入開始。 
・令和 3 年 1 月 八王子市北野処理区の全域を編入開始。 
 

【組織】 

 なし  
 

効果 

【メリット】 

■環境への貢献 
・八王子水再生センターでの処理による高度処理水量の増加 
 →良好な水環境の創出 
 
 
 
 
 

【高度処理の導入率】 
 

・八王子水再生センターでの高効率の焼却炉及び省エネ型の微細気泡散気装置による処理 

→エネルギー使用量及び温室効果ガス排出量の削減     
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■施設の建設・維持管理コストの削減 
・編入により施設規模の大きい八王子水再生センターで処理 
 →スケールメリットが働き、施設の更新費や維持管理費を縮減 
■危機管理能力の強化 
・八王子水再生センターは、多摩川を挟んで隣接 
する多摩川上流水再生センターと連絡管で接続 

 →震災時等においても処理機能を確保 
 
【デメリット】 

・特になし 
 

課題と解決策 

【八王子市における課題】 

①施設の老朽化 
②維持管理費の増加 
③高度処理の導入が困難 
④施設の耐震性の確保 
→これらの課題を解決するため、編入事業を実施 
 

団体の情報 

 
団体名 八王子市 

（北野下水処理場） 

東京都下水道局 

（八王子市水再生センター） 

運転開始 S44（合流） 

S55（分流） 

H4（分流） 

処理能力（m3/日） 合流 31,300 分流 41,300 
（統合前） 

207,800  
（R3 末時点） 

計画処理面積（ha） 合流 354 分流 615 分流 8,533 

水処理方式 標準活性汚泥法 標準化活性汚泥法、 

嫌気無酸素好気法ほか 
 

問い合わせ先 

 
 担当課 東京都下水道局 流域下水道本部 技術部 計画課 

TEL 042-527-4393 
URL http://www.gesui.metro.tokyo.jp/ 

 

危機管理能力 

の強化 

【震災時等のバックアップ機能】 



事例㉓-1 

事例 ㉓             【ハード】施設統廃合に伴う既存施設の有効活用 

団体名 小田原市 神奈川県 

事例名 施設統廃合に伴う既存施設の有効活用 

連携内容 流域下水道への編入に伴い、接続元の施設を雨天時貯留施設（雨天時浸入

水対策）として再活用している事例 

連携制度  

連携主体 小田原市、神奈川県 

連携単位・

ブロック 
小田原市旧寿町終末処理場（単独公共下水道）と神奈川県酒匂川流域下水

道左岸処理場 

事業等 単独公共下水道の流域下水道への編入 

位置図  

 

 

 

 

 

 

 

【小田原市旧寿町終末処理場】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【酒匂川流域下水道への編入イメージ図】 
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概要 

・小田原市の単独公共下水道の旧西部処理区を酒匂川流域下水道へ編入し、小田原市の

旧寿町終末処理場において処理していた汚水を酒匂川流域下水道左岸処理場に接続し

て処理する。 

・廃止の旧寿町終末処理場は中継ポンプ場 2 箇所やマンホールポンプの遠隔監視、市内

の下水道施設の維持管理を行う拠点（下水道管理センター）として使用し、さらに近年

のゲリラ豪雨等で増加する流量対策として、既存の水処理施設を雨天時の貯留施設と

して再活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

雨天時貯留施設としての再活用イメージ図 
 

【雨天時貯留施設】 

・旧寿町終末処理場の既設水処理施設の 

有効容量 

・調整池として活用する範囲は有効容量 

 約 32,000m3 

 

【参考】 

・近年のゲリラ豪雨等の発生においては晴天時と比較して 2 倍を超える流入がある。 

 

 

 

 

 

【連携スキームのポイント】 

・流域下水道への編入に伴い、旧寿町終末処理場の既設水処理施設を雨天時の一時貯留

施設（雨天時浸入水対策）として再活用している。 

 
 

H24 H25 H26 H27 H28 平均

①晴天時日最大（㎥/日） 40,889 38,311 39,113 38,363 44,260 40,187

①雨天時日最大（㎥/日） 89,639 87,881 130,463 95,332 76,160 95,895

比率②／①（％） 2.19 2.29 3.34 2.48 1.72 2.40

施　　設 有効容量（m3）
予備エアレーションタンク 1,290
最初沈殿池 4,320
エアレーションタンク 17,880
最終沈殿池 8,300
合計 31,790

既設水処理施設の有効容量 
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沿革 

【経緯】 

平成 17 年 8 月 県・流域関連市町等で構成する協議会で、小田原市旧西部処理区

を酒匂川流域下水道に編入することを承認 

平成 20 年 1～3 月 都市計画変更（単独公共下水道廃止）、下水道法事業認可変更手続

き完了、都市計画法事業認可の手続き完了 

平成 25 年 12 月 
～平成 27 年 12 月 

酒匂川流域下水道への接続管きょ（第 19 号汚水幹線）整備工事 

平成 28 年 4 月 旧寿町終末処理場の下水処理終了 

平成 28 年 4 月 小田原市旧西部処理区の汚水を酒匂川流域下水道で受入れ、処理

を開始（酒匂川流域下水道への編入完了） 

 
【きっかけ・背景】 

・昭和 41 年に供用開始した小田原市の旧寿町終末処理場の老朽化を背景に、人口減少等

による計画汚水量が減少するなか、下水道事業の効率化を図ることを目的として、神

奈川県と小田原市において検討会を発足して検討を開始した。 
・旧寿町終末処理場は供用開始から 35 年以上が経過し、施設の改築更新に莫大な費用が

想定されることが編入の主な要因となった。 
・平成 17 年に県・流域関連市町等で構成する協議会で、神奈川県の酒匂川流域下水道へ

の編入が承認された。 
・旧寿町終末処理場から対岸にある酒匂川流域下水道へ接続する汚水幹線の整備工事が

行われ平成 28 年 4 月に編入が完了した。 

 

効果 

【メリット】 
・既存施設の有効活用による雨天時浸入水対策を行い、処理区の統合が実現した。 

・小田原市が単独で事業を継続するより流域への編入によりスケールメリットが働き、

事業費が縮減された。 

 

【デメリット】 
・業務が単純化することで施設管理業者の技術力が低下する。 
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課題と解決策 

【広域化・共同化前の課題】 

・旧寿町終末処理場の再活用方法 ⇒ 雨天時貯留施設として再活用する。 

 

【広域化・共同化後の課題】 

・不要施設の撤去や未利用池の活用が課題 

団体の情報 

 

団体名 
小田原市 

（旧寿町終末処理場） 

神奈川県 

（酒匂川流域下道左岸処理場） 

運転開始年月 昭和 41 年 9 月 昭和 57 年 12 月 

処理能力（m3/日） 67,200 108,000 

計画処理面積（ha） 1,044 3,358 

処理人口（人） 60,800 186,500 

水処理方式 標準活性汚泥法 標準活性汚泥法 
※H27 下水道統計    
 

問い合わせ先 
 

担当課 小田原市上下水道局下水道整備課 神奈川県県土整備局河川下水道部下水道課 

TEL 0465-441-1627 045-210-6457 
URL https://www.city.odawara.kanaga

wa.jp/msec/index.php?msection_i
d=5 

https://www.pref.kanagawa.jp/div/0710/index.ht
ml 
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事例 ㉔         【ハード】公共下水道によるし尿・浄化槽汚泥の共同処理 

団体名 白山市 石川県 

事例名 公共下水道によるし尿・浄化槽汚泥の共同処理 

連携内容 公共下水道施設にし尿・浄化槽汚泥の受入施設を設置し、周辺の 

し尿・浄化槽汚泥の共同処理を行った事例 

連携制度  

連携主体 「白山市」および「能美市、野々市市、川北町」 

連携単位・

ブロック 
白山市松任中央浄化センター（公共下水道）と白山野々市広域事務組合松

任衛生センター、手取川流域環境衛生事業組合手取衛生センター 

事業等 し尿・浄化槽汚泥の単独公共下水道への編入 

位置図  

 

 

 

 

 

 

 

 

【白山市松任中央浄化センター】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【し尿・浄化槽汚泥の共同処理イメージ図】 
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概要 

・松任中央浄化センターへ新たにし尿・浄化槽汚泥受入施設を整備し、廃止予定である

松任衛生センターと手取衛生センターにおけるし尿・浄化槽汚泥を受け入れ共同処理

する。 

・松任中央浄化センター内に、し尿・浄化槽汚泥受入施設を整備することで、新たに土

地を取得することなく、既存の汚水処理施設で安定的な処理ができ、し尿・浄化槽汚

泥受入施設の建設費用の削減が可能になる。 

 

松任中央浄化センターにおける施設配置および処理フロー 
 

【し尿・浄化槽汚泥受入施設の概要】 

 

 

し尿・浄化槽汚泥の受入施設 
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沿革 

【経緯】 

平成 29 年度 ・地元説明（倉部地区） 

・組合・構成市町との協議 

・国・県との広域化事業事前協議 

・下水道事業計画の変更 

・広域化事業基本設計着手 

・関係市町との建設に関する基本協定締結 

平成 30 年度 ・基本設計に基づき、県・国との本協議 

・広域化事業の詳細設計着手 

・環境影響調査の実施（一般廃棄物処理施設申請） 

令和元年度 ・土木、建築工事を発注 
令和 2 年度 ・機械、電気工事を発注 

令和 3 年度 ・土木、建築、機械、電気工事完了 

令和 4 年度 ・5 月供用開始 

【事業全体のスケジュール】 

 
 
【きっかけ・背景】 

白山市および近隣市町で構成する一部事務組合が運営するし尿処理事業について、し

尿処理施設の再構築（H26年度将来的な在り方を検討）を行った結果 

１．下水道への接続率の向上等から、処理量は減少していく 

２．施設の改築・更新時期を迎え、今後の施設整備や維持管理について見直す時期と

なっていた 

これを受け、白山市では、公共下水道施設である松任中央浄化センターにおいて、人

口減少や原単位等の計画諸元の見直しと併せ、同浄化センターでの共同処理について検

討し、近隣市町のし尿・浄化槽汚泥を受け入れることで、より効率的な汚水処理に係る

運営・管理が図れると総合的に判断し、本事業を計画した。 
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効果 

【メリット】 
・松任中央浄化センター内に、し尿・浄化槽汚泥受入施設を整備することで、新たに土

地を取得することなく、既存の汚水処理施設で安定的な処理ができ、し尿・浄化槽汚泥

受入施設の建設費用の削減が可能になる。 

・白山市及び近隣自治体において、広域的に汚泥の一元的な処理が可能となり、受け入

れを行う松任中央浄化センターにおいても、スケールメリットによる効率的な汚泥処理

を行うことが可能になる。 

・下水道料金の増収 約 40,000千円/年 

課題と解決策 

【廃掃法と下水道法の適用範囲】 

・し尿・浄化槽汚泥（一般廃棄物）を下水道施設で受入処理する場合には、必要となる申

請・法手続きについて確認が必要であり、本事例では廃棄物処理部局と調整を行った。 

・し尿・浄化槽汚泥の「受入貯留施設」、「前処理設備」、「希釈棟」は廃掃法が適用され、

「希釈水受入マンホール」以降は下水道法が適用される。 

 

【一般廃棄物と産業廃棄物の区分】 

・し尿・浄化槽汚泥の前処理設備において発生するし渣（下図の廃棄物Ａ）は、一般廃棄

物処理施設から発生した廃棄物となるため、一般廃棄物の扱いとなる。 

・下水処理場の汚泥処理過程で発生する下水汚泥（下図の廃棄物 B）は、下水処理場から

発生した廃棄物となるため、産業廃棄物の扱いとなる。 

 

      
※上記は石川県内の場合であるので、事前に都道府県担当部局と協議が必要 
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団体の情報 

 

団体名 

白山市※1 

(松任中央浄化センター) 

白山野々市※2 

広域事務組合 

（松任衛生センター） 

手取川流域※2 

環境衛生事業組合 

（手取衛生センター） 

下

水

道 

供用開始年月 1985.4 ― ― 

処理能力（m3/日） 21,000 ― ― 

処理面積（ha） 1,060 ― ― 

処理人口（人）※3 44,261 ― ― 

水処理方式 標準活性汚泥法 ― ― 

し

尿

処

理 

供用開始年度 ― 1965 1967 

処理能力（kl/日） 
― 

し尿:2.6 

汚泥:15.9 

し尿:2.5 

汚泥:16.4 

処理能力（kl/日） 
― 

120 

（し尿・汚泥混合） 

80 

（し尿 35・汚泥 45） 
※1:R1 下水道統計 
※2：白山市資料 
※3：松任中央処理区の処理人口 

問い合わせ先 
 

担当課 白山市上下水道部下水道課 
TEL 076-274-9565 
URL https://www.city.hakusan.lg.jp/shisei/soshiki/hon/1005297/index.html 
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事例 ㉕                          【ソフト】システムの共同整備 

団体名 豊田市、岡崎市、安城市、西尾市、知立市 愛知県 

事例名 給排水工事手続きのオンライン申請システムの共同整備 
連携内容 複数自治体が給排水工事手続きのオンライン化を図るため、システム整備

を共同で行った事例 
連携制度 共同導入に係る協定＋民事上の委託契約 
連携主体 大都市主導 
連携単位・

ブロック 
・豊田市（幹事市）を中心とする近隣 5 市 
 

事業等 公共下水道事業 
位置図  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

概要 

【事業目的】 
 紙ベースで行っている給排水工事に係る一連の事務手続きのオンライン化を広域で 
 推進することで、官民双方の生産性向上を目指す。 
【事業の概要】 
・デジタル手続き法 3 原則に則り、排水設備工事及び給水装置工事の事務手続きをオン

ラインで申請できるシステムを共同で調達。 
・豊田市が幹事市となり、事業スキーム・システム仕様の検討、事業費・費用対効果の 
 算出、業務プロセスの整理、利用者ニーズの調査及び連携市町との連絡調整等を行う。 
・連携自治体は、幹事市である豊田市に民事上の委託を行い、豊田市が選定委員会を設

立し、受託者を選定。 
 
 
 DX のイメージ図 
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【連携スキームのポイント】 

・全自治体共通となる機能要件（標準パッケージ）と自治体毎に必要となる機能要件（カ

スタマイズ・オプション）を整理し、標準パッケージ部分を仕様書に規定し、カスタマ

イズ部分は自治体毎に別途契約 
・自治体毎に契約約款の差異が生じるため、差異が生じる部分の規定は仕様書に定め、

仕様書の規定を優先とする 
・公募型プロポーザル方式による優先交渉権者の選定は、民 
事上の委託により豊田市が実施するが、委託した自治体の 
職員も、選定委員として応募者の評価に関与 

・選定した優先交渉権者との提案内容を踏まえた仕様書の 
内容協議は、豊田市が代表して実施。その結果に従い、各 
自治体がそれぞれ契約を締結 

・業務の管理も民事上の委託の対象とし、豊田市が代表して実施するが、各自治体も受

託者との協議等に同席し、標準パッケージ部分の構築に関与 
 

沿革 

【経緯】 

自治体の導入費用抑制と指定工事店等の利便性向上のため、豊田市から愛知県内の全自治

体に対し、企画を提案し、参加を募った。 

R2 年度 基礎調査により各自治体の基本データを収集し、概算事業費と事業

スキームを提示 
R3 年度 デモンストレーション、業務フローのヒアリング、指定工事店へのニ

ーズ調査※1 を実施 
※1)ニーズ調査結果：約 90%の指定工事店が本システムを利用する意

向を示す 
R4 年度 指定工事店からシステム利用料を徴収する事業スキームを検討する

も、法律上の整理が付かず断念 
R5 年度 RFI 実施、調達仕様書・プロポーザル実施要領の作成、協定の締結 

  

効果 

【メリット】 

・定量的効果（自治体）：オンライン化により 30 分/件程度の効率化。共同調達によりシ 
ステム導入・運用経費を 30％以上削減可能。 

・定量的効果（事業者）：100 分/件程度の移動時間削減とそれに伴う CO2 排出量削減（約 
10kg/件）。 

・定性的効果（自治体）：約 90%の指定工事店が本システムを利用する意向を示しており、 

連携スキーム図 
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市民サービス向上が期待できる。 
 
【デメリット】 

・特になし 
 

参考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・当初は覚書を作成し連携自治体と締結予定であったが、連携自治体と協議の上、使用

しないこととなった。 
 

今後の課題 

・より多くの周辺自治体に本システムの利用を働きかけ、指定工事店の生産性をさらに

高めること。 
・本システムを起点に、給排水工事に関連するその他業務もオンライン化を図り、官民

双方の利便性向上を図ること。 
 
 

〇仕様書の目次例 〇連携自治体との協定書例 
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団体の情報 

 

団体名 豊田市 岡崎市 安城市 西尾市 知立市 

行政区域内人

口※1（人） 
416,146 383,915 188,418 170,246 72,214 

行政区域内面

積（km2） 
91,832 38,720 8,605 16,122 1,631 

下

水

道 

事業区分※

2 

特環 単独 

公共 流域関連 

特環 流域関連 

公共 流域関連 

特環 流域関連 

公共 流域関連 

特環 流域関連 

公共 流域関連 

特環 流域関連 
公共 流域関連 

供用開始

年月※2 
平成 6 年 1 月 平成 5 年 4 月 平成 5 年 4 月 平成 4 年 4 月 平成 6 年 3 月 

職員数※2

（人） 
57 68 19 26 11 

経費回収

率※3

（％） 

78.8% 77.9% 68.9% 70.7% 65.2% 

集

落

排

水 

地区数※4 7 11 1 20 ― 

供用開始

年月※5 
平成 5 年 4 月 平成 8 年 4 月 平成 11 年 4 月 平成 4 年 4 月 ― 

職員数※5

（人） 
3 0 0 2 ― 

経費回収

率※5

（％） 

57.9% 61.6% 67.0% 68.5% ― 

※1：R6 年 1 月 1 日  ※2：R3 下水道統計  ※3：R3 下水道統計（公共＋特環）  
※4：農業集落排水事業データファイル 2022（農業集落排水施設・漁業集落排水施設の総数） 
※5：R3 決算状況調査票 供用開始年月日は最も早い施設 
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問い合わせ先 
 

担当課 豊田市上下水道局 企画課 
TEL 0565-34-6792 
URL ― 
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団体の情報 

 
団体名 橿原市 大和高田市 

行政区域内人口※1（人） 121,156 63,466 

行政区域内面積（km2） 39.56 16.49 

下

水

道 

事業区分※2 公共流関 公共流関 

供用開始年月※2 H1.8 S59.3 

職員数※2（人） 11 11 

経費回収率※3（％） 91.1 84.3 

集

落

排

水 

地区数※4 - - 

供用開始年月※5 - - 

職員数※5（人） - - 

経費回収率※5（％） - - 
※1：R2 下水道統計  ※2：R2 地方公営企業年鑑 
 
問い合わせ先 

 
担当課 橿原市 上下水道部 経営総務課 
TEL 0744-27-4411 
URL https://www.city.kashihara.nara.jp/soshiki/1054/index.html 

 

 




